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事業の⽬的

事業の⽬的
 放送コンテンツの海外展開を通じて⾃然、⽂化、地場産品・農産品等の⽇本各地の魅⼒を海外に発信し、地域からの情報発信を強化することにより、

我が国に対する関⼼を⾼めて各地域に海外から需要を呼び込むことにより、地域経済の活性化やソフトパワーの強化を推進。

現状・課題

地域から情報発信

• ⽇本各地の魅⼒を伝える放送コンテンツの制作、
海外への発信等に関する取組を⽀援

放送を通じて
コンテンツを海外で発信

⽇本各地の魅⼒を
伝えるコンテンツを制作

地域経済の活性化

• ⽇本の各地域（⾃然、⽂化、地場
産品・農産品等）に対する関⼼・
需要の喚起 等

• ⽇本⽂化・⽇本語の普及
• 国際的なイメージの向上 等

イメージ向上（ソフトパワー強化）

 ⽇本に対する関⼼を⾼めて各地域に海外から需要を呼び込むためには、地域における情報発信のニーズを的確にとらえるとともに、情報発信に係る環境の
変化や国内外の動向を正確に把握し、海外放送局等とのネットワークを構築して効果的な情報発信の⼿段を確保する等、国・地域の枠を超えた連携を
実現することにより、⽇本各地の魅⼒を海外に効果的に発信していくことが不可⽋。

 新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の影響等により疲弊する地域経済の活性化に向け、インバウンドの本格的な再開の機会をとらえ、コロナ禍後の環境
変化を踏まえつつ効果的な情報発信を⾏い、海外に⽇本各地の魅⼒を⼀層アピールしていく必要。
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事業の概要
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 我が国の地⽅公共団体や観光産業、農林⽔産業、地場産業等の事業者・団体と放送事業者等が連携し、⽇本各地の魅⼒を伝える放送コンテンツを
海外の放送事業者と共同で制作（国際共同制作※）して世界で発信する取組等を⽀援。

地域の情報発信ニーズを
踏まえたコンテンツの制作

情報発信の効果

ソフトパワーの強化
• ⽇本⽂化・⽇本語の普及
• 国際的なイメージの向上 等

地域経済の活性化
• ⽇本の各地域（⾃然、
⽂化、地場産品・農産
品等）への関⼼・需要
の喚起 等

⽇本各地の魅⼒を伝えるコンテンツの制作・発信

海外の視聴ニーズを
踏まえたコンテンツの発信

• コンテンツを中⼼とした地域連携
• 海外とのネットワーク構築

SNSの活⽤

海外において
放送

イベント等と連動した
プロモーション

放送事業者等

※国際共同制作：

日本の放送局等と海外の放送局

が連携し、放送コンテンツを制作・

発信すること。

（国際共同制作の効果）

① 現地の放送に関する規制、

視聴者のニーズに関する

知見が得られる。

② 現地の放送局等と組むことで、

その発信力を活用できる。

申請者 ︓ローカル放送局、映像制作会社等
対象事業︓⽇本の放送事業者等が海外の放送局等と連携し、⽇本各地

の魅⼒を発信するコンテンツを制作して海外で発信するとともに、
これと連動した事業を実施し、それらの効果を測定する事業

補助率 ︓１／２（最⼤4,000万円）

事業スキーム

⺠間事業者等（直接補助事業者）

総務省

⺠間事業者等（間接補助事業者）

応募

申請

補助

助成

地⽅公共団体等

発信したい
地域資源・産品

等

事業イメージ

総務省

コンテンツ制作・発信等に係る費⽤の助成
効果の測定・検証

海外放送局



事業の効果（アウトプット・アウトカム）
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活動⽬標及び活動実績
（アウトプット）

活動⽬標
放送コンテンツの海外における発信

活動指標
発信された放送コンテンツの量（時間数）

成果⽬標及び成果実績①
（初期アウトカム）

定量的な成果⽬標
2025年度までに発信された放送コンテンツの視聴回数
（１事業あたり）を令和元年度の⽔準まで引き上げ

成果指標
発信された放送コンテンツの視聴回数（1事業あたり）

成果⽬標及び成果実績②
（最終アウトカム）

定量的な成果⽬標
2025年度までに放送コンテンツ関連海外売上⾼を
1.5倍（対2020年度⽐）に増加

成果指標
放送コンテンツ関連海外売上⾼

⽬ 標 指 標

 地域経済の活性化等への影響をより直接的に測るため、地域経済への波及効果を成果指標とすることを検討。

今後の改善について

 本事業において放送コンテンツを通じて発信する地域情報は、⾃然、⽂化、地場産品・農産品に関するもの等地域によって様々であり、各地域における波及
効果も多様な中で、放送コンテンツによる地域情報発信が地域経済やソフトパワーへ与える効果を本事業の成果として総合的かつ定量的に評価するため、
それらの波及効果が放送コンテンツの持つ影響⼒や発信⼒が放送コンテンツの市場での取引価格に反映されているととらえ、「放送コンテンツ関連海外
売上⾼」を成果指標として設定。


